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研究成果の概要（和文）：ウクライナの 5 州に居住する子ども（高校生・大学生）とその親そ

れぞれ 1650 人を対象に、37 問からなる自記式質問紙を用いて、放射線事故、屋内ラドンへの

被曝などのリスクに対する認知に及ぼす要因を分析した。男女、地域、親子で認知レベルに有

意な差のあることが明らかとなった。本研究の結果は、福島第一原子力発電所の事故後にみら

れた一般住民における放射線リスク認知の背景を理解する上での一助になるものと期待される。 
 
研究成果の概要（英文）：We analyzed the factors influencing perception of radiation risk 

such as radiation accident and exposure to radon in dwelling on the basis of 

self-administered questionnaire consisting of 37 questions distributed to 1,650 children 

(pupils and students) and their parents in 5 regions of Ukraine. The study demonstrated 

a significant difference in the level of risk perception between males and females, among 

regions, and between children and parents. The results of the present study is expected 

to be helpful in understanding the background of the radiation risk perception observed 

in general population after the accident at Fukushima dai-ichi nuclear power plant. 
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１．研究開始当初の背景 
放射線は五感で感じることが不可能で、専

用の測定器がなければ被曝の有無は分から

ない。さらに、測定値からそのリスクを推定
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することは専門的知識がなければ、大変難し

い。リスク因子に関する知識が少ないほど、

そのリスク認知は一般に高くなる。 

 1986 年 4 月 26 日に発生したチェルノブイ

リ原子力発電所の事故は、40 MCiの I-131 お

よび 100 MCi の短寿命放射性ヨウ素を始めと

して、総計 300 MCi の放射性物質を放出した

史上最悪の原発事故であった。チェルノブイ

リ原子力発電所のあるプリピャチ市の住民 4

万 9 千人を始めとして、原発から半径 30 km

以内の地域（30 km圏）に住んでいた約 13万

5 千人がキエフ市などへ避難させられた。避

難は短期間で解除されるという当時の政府

の説明に反し、20年以上が経過した今日でも

30 km 圏は放射能汚染に関して厳重な監視下

にあり、避難住民の帰宅は許されていない。

さらに、1991年末のソ連邦崩壊により、ウク

ライナを含め旧ソ連の共和国国民は社会経

済システムの革命的変化に晒されてきた。 

事故の影響については、事故当時既に数十

年間展開されていた原爆被爆者の健康影響

調査の結果から、白血病を含むがんの増加が

懸念されていたが、事故から 25 年近くが経

過した現在でも、有意な増加の認められたが

んは、小児期に被災した住民の甲状腺がんの

みである（Shibata et al. (2001)、 Cardis 

et al. (2005）)。なお、ベラルーシ国立医

科大学（ミンスク）の Yuri E. Demidchik教

授らによるベラルーシ共和国における甲状

腺がん発生の年次推移の図（Demidchik et al. 

(2007)）は、事故後における小児甲状腺がん

激増の原因とその後の推移に関する我々の

推測を支持している。 

チェルノブイリ事故は、原発および局所周

辺地域の凄絶な様子などの報道を通して、世

界中の人々に放射線被曝に対する恐怖心を

もたらし、周辺地域では住民の胸部Ｘ線撮影

の忌避などによる結核患者の増加が報告さ

れている（Takamura et al. (2000)）。 

ところで、ウクライナにはウラン鉱山があ

り、2006 年現在、世界の生産量の 2%を産出

している。チェルノブイリ事故後の強制疎開

先の中にはラドンの被曝線量が高く、住民は

知覚していないが、移住したためにかえって

高い線量の自然放射線に被曝するという皮

肉な事態が生じている。 

 
２．研究の目的 
チェルノブイリ事故後に観察された上述

の状況を背景に、屋内外で無意識のうちにラ

ドン由来の自然放射線に日常的に被曝して

いるウクライナの住民を対象に、放射線リス

ク認知に関する自記式質問紙調査を実施し、

チェルノブイリ周辺住民の放射線リスク認

知に及ぼす要因を明らかにすることを目的

として本研究を実施した。 

 
３．研究の方法 
対象者の選択にあたっては、先ず調査対象と

する４州１市―チェルノブイリ事故による

放射能汚染が現在も多数の地区で続いてい

る Zhytomyr 州と Rivne 州、ウラニウム鉱山

のある Kirovograd 州、比較的放射能汚染が

低かった Odesa 州、およびチェルノブイリ原

発従業員とその家族などプリピャチ市民の

ために事故後建設された Slavutych 市

（Chernigiv 州）―を選び（図１）、Zhytomyr

州、Rivne 州、Odesa 州においては市部およ

び農村部から 1～2の高校を無作為に選んだ。

Kirovograd 州では市部での調査が許可され

なかったため、農村部から 2 校無作為に選ん

だ。また、Slavutych 市でも 2 校無作為に選

んだ。さらに、それぞれの州・市において大

学を 1～3校無作為に選んだ。それぞれの州・

市において選択したすべての学校の生徒・学

生 330人とその親（父親または母親）330 人、

計 3300人を調査対象とした。 



 

図１．事故当時 18 歳以下の子供における甲

状腺被曝線量の州別推定値（Likhtarov et al. 

(2006)） 

 

Marzeev Institute of Hygiene and Medical 

Ecology (MIHME) の研究者が現地に赴き、現

地の協力者に調査の目的と自記式質問紙の

記載について説明し、調査の実施を依頼した。

回収された質問紙は、現地の協力者によって

MIHME に届けられた。 

 自記式質問紙は、著者が作成した英文質問

紙を MIHME の研究者とキエフで先ず検討し、

その後メールで意見交換をして最終決定し、

それを基にキエフでウクライナ語版を作成

し印刷製本した。 

質問項目は次の 37 項目である。（1）性、

年齢、教育など 5 項目、（2）居住地に関する

2 項目、（3）健康、嗜好品、家族の既往に関

する 7項目、（4）居住地や飲食物の放射能汚

染に関する 5項目、（5）チェルノブイリ事故

と原発の安全運転に関する 9 項目、（6）放射

線とリスクに関する 9 項目。 

収集した質問紙のデータは、事前に作成し

ておいたACCESSデータベースに入力したも

のを、EXCELファイルで日本に持ち帰った。

これらの作業はMIHMEが行った。また、頻度

データはカイ２乗検定、フィッシャーの正確

検定、あるいはロジスティックモデルを用い

て解析し、必要な計算はSAS system○R のPROC 

FREQおよびPROC LOGISTICを用いて行った。 

 
４．研究成果 

質問紙への回答率は、高校生・大学生では

93%（1536 人）と高く調査地域間の差は小さ

かったが（82%～100%）、その親では 52%（861

人）と低く、調査地域間の差が大きかった

（21%～74%）。親の回答率は Slavutych 市で

一番低く（21%）、Zhytomyr州がそれに次いで

いたが（37%）、無償であったことが影響して

いたようである。 

 

（１）リスク認知 

飛行（Flight）、喫煙（Smoking）、AIDS、交

通事故（Traffic accident）、水難事故（Water 

accident）、殺人（Homicide）、放射線事故

（Radiation accident）、飲酒（Alcohol）、

屋内ラドン（Radon in dwelling）、火事（Fire）、

麻薬（Narcotics）の 11個のリスク要因それ

ぞれについて、自身や家族の健康にとってど

の程度危険と感じるかを(イ)危なくない、

(ロ)僅かに危ない、（ハ）かなり危ない、（ニ）

大いに危ない、（ホ）極めて危ない、の 5 段

階で評価させ、（ハ）～（ホ）と評価した者

を「リスク認知有り」として、その頻度を子

どもと親それぞれに対して居住地別に算出

した（図 2、図 3）。 
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図 2．それぞれの要因に対してリスク認知あ

りと認められた子どもの居住地別頻度 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3．それぞれの要因に対してリスク認知あ

りと認められた親の居住地別頻度 

 

 放射線事故、屋内ラドンのリスク認知は、

親子ともに有意な地域間差が認められたが、

その程度は子どもよりも親の方が大きかっ

た。このことはロジスティック回帰分析でよ

り明らかとなった。 

 
（２）リスク認知の要因分析 

 放射線事故および屋内ラドンのリスク認

知について、その要因を明らかにする目的で、

性および地域を表示する計 5個の 2値指示変

数を共変量とするロジスティック回帰モデ

ルを用いた分析を子どもと親で別箇に行っ

た。表１～表４にそれらの結果を示す。 

 

表１．放射線事故に対する子どものリスク認

知に関するロジスティック分析の結果 

要因 比較 a オッズ比 95%信頼区間 

性 女/男 2.7 1.84－4.14 

地域    

 K/O 2.6 1.37－5.56 

 R/O 1.5 0.87－2.86 

 S/O 0.9 0.58－1.69 

 Z/O 3.6 1.86－7.53 

aK=Kirovograd; R=Riven; S=Slavutych; 

Z=Zhytomyr; O=Odessa 

 

 

表２．放射線事故に対する親のリスク認知に

関するロジスティック分析の結果 

要因 比較 a オッズ比 95%信頼区間 

性 女/男 2.6 1.52－4.46 

地域    

 K/O 1.1 0.50－2.84 

 R/O 0.9 0.41－1.98 

 S/O 0.2 0.11－0.66 

 Z/O 0.7 0.30－1.81 

aK=Kirovograd; R=Riven; S=Slavutych; 

Z=Zhytomyr; O=Odessa 

 

表３．屋内ラドンに対する子どものリスク認

知に関するロジスティック分析の結果 

要因 比較 a オッズ比 95%信頼区間 

性 女/男 2.5 1.89－3.38 

地域    

 K/O 2.7 1.68－4.55 

 R/O 1.4 0.92－2.18 

 S/O 1.1 0.73－1.65 

 Z/O 2.3 1.48－3.64 

aK=Kirovograd; R=Riven; S=Slavutych; 

Z=Zhytomyr; O=Odessa 

 

表４．屋内ラドンに対する親のリスク認知に

関するロジスティック分析の結果 

要因 比較 a オッズ比 95%信頼区間 

性 女/男 2.6 1.80－3.92 

地域    

 K/O 2.6 1.51－4.75 

 R/O 1.5 0.94－2.53 

 S/O 0.8 0.43－1.63 

 Z/O 2.3 1.25－4.72 

aK=Kirovograd; R=Riven; S=Slavutych; 

Z=Zhytomyr; O=Odessa 

 

 放射線事故に対するリスク認知は、子ども

と親で興味深い対照を示した。Kirovograd州
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および Zhytomyr 州の子どもは他の地域の子

どもに比して有意に高い頻度で放射線事故

に対するリスク認知を示していた。一方、親

では Slavutych市で頻度が他の地域に比して

有意に低かった。また、屋内ラドンについて

は、子どもも親も Kirovograd 州および

Zhytomyr 州の住民が他の地域の住民より有

意に高い頻度でリスク認知を示していた。 

Zhytomyr 州はチェルノブイリ事故による

放射能汚染が現在も多数の地区で続いてい

る が ウ ラ ニ ウ ム 鉱 山 が な い こ と と 、

Slavutych 市がチェルノブイリ原発従業員と

その家族などプリピャチ市民のために事故

後建設された都市であることを考えると、表

１～表４の結果は、放射線に関する知識の有

無が放射線リスク認知に大きく影響するこ

とを示唆していると思われる。 
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